
賞借対照表

2024年 03月 現在

対象組織グループ :G0000

対象組織 :

科目構成 :1000
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土地
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ベス トケア

基本科目構成 決算含

元帳区分 :共通十日本

(単位 :円 )
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不半目 残高目 残 高

【流動負債】資産 】
231,313,5200.1 未払金金 3,515,804

未払費用 6,923,28010.000,000 0.2預金
11語 予百ィ 賞与引当金 49,047,53132,801,102 0.8

1.1 未払法人税等 139,370,200金及 び預金計 > 46,316,906
2,184,90013.3 未払消費税金 557,463,088

預 り金 22,474,157557,463,088 13.3

仮受金 02,650,068 0,1
001 仮受消費税材料及 び貯蔵 品計 > 2,650,068

451,313,5880.5 <流動負債計>払費用 21,114,461

【固定負債】2,621,474 0.1

0.0 退職給付引当金 135,502,248金` 257,274
750,00000 預 り保証金ム金 0

76,771,91963 9 資産除去債務 (長期)け金 2,680,290,814

<固定負債計> 213,024,1670 0,0

00 <負債合計> 664,337,755:倒 引当金 (短期 )
-280,042

64.5 【純資産】)他の流郵】資産計> 2,704,003,981

資本金 50,000,00079.0資産計> 3,310,434,043

利益準備金 12,500,000

21.0 別途積立金 45,000,000:物 882,373,483
2,900,718-12.5 圧縮積立金:物償却累計額 -524,302,325

繰越利益烈l余金 2,934,315,9434771246,745 11.4

当期純利益 483,883,265-367,454,979 -8.8

3,4661099,9261.0 その他利益剰余金i築物 39,831,834

利益剰余金 3,478,599,926-0.9Z償却累計額 -38,931,031

株主資本 3,528,599.92620,372,622 0.5
-0,2 <純資産合計> 3,528,599,926-91853,648

4,192,937,68134 <負債及び純資産合計>具備品 141,872,098
-3.11具備 計額 -129,135,764

1231045,231 2.9

14.7ケ固定資産計 > 615,064,266
1.7化ん 71,046,414

4.551,931 0.1

!消流設利 用権 46,325 0.0

0.1さ地オ牽 2,309,075

1.9ケ固定資産計> 77,953,745
0.2冬有価証券 8,960,000

1 0.0系会ネ土株式
0.0:産更生債権等 16,254

0.0:期前払費用 941,274

3.1延税金資産 127,979,623

!金及び敷金 51,604,729 1.2

0.0倒 引当金 (長期 )
-16,254

451資その他の資産計> 189,485,627
21.0:資産計> 882,503,638

4,192,937,681 100.0
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個 別 注 記 表
自 2023年  4月  1日  全 2 3月  31日

ベス トケア株式会社

3.

重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式・・・移動平均法による原価法

その他有価証券

ア 時価のあるもの

事業年度末の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理 し、売却原価は

移動平均法により算定)

イ 時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品は移動平均法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切 り下げの方法により

算定)

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産  定率法

ただし、建物 (建物附属設備は除く)並びに2016年 4月 1日 以降に取得 した建物附属設備

及び構築物については、定額法を採用 しています。

無形固定資産  自社利用のソフ トウエア・・・社内における利用可能期間 (5年)に よる定額法

その他・・・・・・・・・・・定額法

リース資産   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を而ヽ↓用年数 とし、残存価額を零 とする定額法を採用 しています。

引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については実績繰入率により計上するほか、貸倒懸念債権等、

特定の債権については、個別に回収可能性を検討 し、回収不能見込額を計上 しています。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しています。

③退職給付引当金

中退共制度で支給される退職金については、確定拠出制度であるため、掛金を退職給付費用にて処理、

中退共以外の従業員については、当事業年度末における退職給付債務の見込み額に基づき計上しています。

中退共以外の執行役員については、退職給付に係る要支給額を退職給付債務とする簡便法を採用しています。

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税等の会計処理は、税抜方式によつています。

Ⅱ.株主資本等変動計算書関係

1.当事業年度の末日における発行済株式の数 16株
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